
２款 総務費

１項 総務管理費 子育て支援総室（内線：７５７０）→事業実施：子育て支援総室［子育て応援室］

８目 私立学校振興費 （単位：千円）

事 業 名 本年度 前年度 比 較 財 源 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）

私立幼稚園耐震診断促進 26,000 0 26,000 13,000 13,000

事業

トータルコスト 26,807千円（前年度 0千円) 〔正職員：0.1人〕

主な業務内容 補助金交付申請の審査、交付決定、補助金の支払

工程表の政策目標（指標） 子育て中の誰もが、保育所、幼稚園、地域子育て支援センタ

ー、放課後児童クラブ、ファミリー・サポート・センター等

の子育て支援拠点の支援を受け安心して子育てができる。

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

私立幼稚園の耐震診断を促進し、子どもたちに安全・安心な保育環境を確保する。

２ 主な事業内容

新耐震設計基準（昭和５６年公布）以前に建築された私立幼稚園の園舎等の耐震診

断が促進されるよう耐震診断に係る経費を平成22年度に限り助成する。

実施主体 県

補助率（負担割合） ２／３（国１／３、県１／３、学校法人１／３）

【参考：耐震診断補助制度負担割合比較】

補助対象限度額 昭和５６年以前に建築された幼稚園施設の耐震診断に係る経費

１棟あたり 上限２，０００千円

予算額 補助対象限度額 2,000 千円 × 13 施設 ＝ 26,000 千円

３ これまでの取組状況、改善点

これまでの私立幼稚園における耐震診断への助成は既存の補助制度により実施して

きたが、既存制度は市町村における予算化が必要であること、耐震診断の結果耐震工

事が不要となれば補助対象外となること、などの理由により耐震診断の実施に踏み切

れていない現状があった。このため、県が耐震診断に係る補助制度を創設することに

より、耐震診断を促進する。

○震災に強いまちづくり促進事業補助金(住宅政策課所管）

県
１／６

市町村
１／６

耐震診断に係る費用
一棟あたり
３００万円

○私立高等学校大規模修繕等促進事業補助金（青少年・文教課、子育て支援総室所管)

・Ｉｓ値0.3未満の場合

県
１／６

・Ｉｓ値0.3～0.7の場合

県
１／６

○私立幼稚園耐震診断促進支援事業(子育て支援総室所管)

耐震診断に係る費用
一棟あたり
３００万円

国(国土交通省)
１／３

県
１／３

設置者
１／３

耐震診断・改修工事に
係る費用
100,000千円

補助限度内であれば耐
震診断に係る経費の上
限はなし

国(文部科学省）
１／３

設置者
１／２

国(国土交通省)
１／３

設置者
１／３

国(文部科学省）
1／２

設置者
１／３

補助限度額

新


